






























































































































































































































































































名称 対象 概要 規格団体
マクロビジョン VHSビデオ、DVD アナログビデオに付加した信号により、コピーを認識 米Macrovision
し、その再生時に画像に乱れを発生させる。
SCMS（Serial Copy MD，DAT， デジタル音楽においてデジタル→デジタルのコピーを ソニー他
Management System） CD-RAM，DVD等 一世代に限定。
CSS（Content DVD-Video コンテンツを暗号化し、直接のデジタルコピーを作成 DVD Copy Control Association
Scrambling System） できなくする。
CPPM（Content DVD-Audio CSSを強化した物。 同上
Protection for
Prerecorded Media）
CDS CCCD PCでのリッピング（音楽データの抜き取り）を防止 米Midbar-Tech







































































Microsoft（WMRM ;Windows Windows Media Technology （WMT）の一部。コンテン








Media Management System） フォーマットで保存・配信するためのホストツール、オ
ンラインショップの販売支援ツールなど５つのソフト
ウェアにより構成。
ソニー（Open MG/Magic gate） ソニーが開発した著作権保護技術。MDやメモリーステ
ィックとの連携が可能。IBMのEMMSとの互換性あり。
富士通、日立他（UDAC； 超流通（コンテンツとライセンスを独立して流通する）
Universal Distribution with に対応。PC向けソリューションのほか、セキュアMMC
Access Control） （マルチメディアカード）を記録媒体に使用。
Intel、IBM、松下、東芝 ハードディスクやメモリーカードなどのハードウエアに































































































































（ 世 界 知 的 所 有 権 機 関 ） で
「WIPO著作権条約」（ソフトウエ
アへの著作権、コピープロテクシ
ョン回避の規制、レコードなどの
ネットワーク上で著作物を送信可
能にする権利他）及び「WIPO実
演・レコード条約」（実演家への
ネットワーク上で著作物を送信可
能にする権利他）が採択された。
これを踏まえて日本では図表８
のように著作権法が改正された。
これにより、日本は世界でも進ん
だ著作権法を持つことになった。
一方、米国ではデジタルミレニ
アム著作権法が1998年に制定さ
れ、コピープロテクション回避の
規制や、違法コピーをネットワー
ク上から除去するための手続き
（ノーティスアンドテイクダウン）
などが決められた。ただし、送信
可能化権などは制定されていな
い。この点については私的コピー
に関する社会的な合意（Fair Use）
の範囲内かどうかで議論されてい
る。なお、ノーティスアンドテイ
クダウンについては我が国でも
「特定電気通信役務提供者の損害
賠償責任の制限及び発信者情報の
開示に関する法律」（2001年11月
30日公布）で同様の手続きが定め
られている。
このほか、違法コピーが多いと
BSA（Business Software Alliance）
などから指摘されている中国は、
WTO加盟に伴って著作権法を
2001年10月に改正し、日本の公
衆送信権や送信可能化権に相当す
るネットワーク上での著作権規定
や被害者救済のための手続き（侵
害行為の停止、証拠押収を裁判所
に求める）、国外からの賠償につ
いての規定などを制定している
（著作権情報センター、人民網
/Nikkei Biz-Tech）。
しかし、インターネットは国境
を越えて情報を伝えるため、国内
法では違法コピーを規制できない
可能性がある。実際P2Pサービス
会社の中には規制が厳しい欧米か
ら離れて第三国での存続を目指す
会社もある。「WIPO著作権条約」
及び「WIPO実演・レコード条約」
の加盟国は2002年３月時点でそ
れぞれ34，30カ国であり、我が
国も後者にはまだ加盟していない
（著作権情報センター資料）など、
国際間の協調はまだ十分とはいえ
ない。
法律面での整備
1997年改正 蘆無線・有線のインタラクティブ送信を「自動公衆送信」と定義し、こ
れを含む公衆への送信全体を「公衆送信」と定義。著作物を公衆送信
する権利を著作権者に認めた。公衆送信権には前段階として著作物を
送信可能な状態におく送信可能化権も含む
蘆実演家・レコード製作者の送信可能化権を新設
1999年改正 蘆コピープロテクション等著作権の技術的保護手段を回避する装置等の
製造、領布を規制
蘆著作権管理情報の不正な改変・除去を規制
蘆映画のみに認められてきた領布権、上映権を他の著作物に拡大
2000年改正 蘆視聴覚障害者のための著作物の利用について、著作権者の許諾を得な
くても利用できる場合を規定
蘆権利侵害に対する裁判手続に関する規定を整備し、侵害抑止力強化の
ために罰金刑の上限を引上げ（現行300万円→1億円）
出所：著作権情報センターHP、文化庁HPなどから動向センタ作成
図表８　デジタルコンテンツに関連する日本の著作権法
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現在、DRMなどの著作権保護
技術は一部実用化されており、こ
れを使った音楽等のコンテンツ配
信も複数始められている。しかし
３章で述べたように、DRM間や
ハードウエア間で互換性がないな
ど、ユーザにとって必ずしも使い
勝手のよいものではない。DRM
ベンダー間の競争が激しく標準化
が難しいことから、何らかの方法
で互換性を高める対策が必要であ
ろう。
従来のコンテンツ流通機構は、
書籍、CD、DVDなどの「物」と
不可分の形か、放送などの集中管
理可能な形でのデータ流通に限ら
れていた。家庭用テープレコーダ
やビデオの普及は、コンテンツを
商品としての「物」からの分離を
可能にし、放送時間や上映期間と
いう管理からも自由にした。ブロ
ードバンドネットワーク、デジタ
ル放送など新しい流通経路の出現
と、PCをはじめとするネットワ
ークにつながったデジタルコンテ
ンツの記録・再生機器の普及は、
コンテンツの情報としての流通を
実現しつつある。第三世代携帯電
話や高速無線LANの普及が進み、
携帯型デジタル機器の性能が向上
すれば、いつでもどこでも、ほし
いコンテンツを利用できる環境が
実現することになる。しかし、現
在の多くのDRMは、コンテンツ
ホルダーの要求を反映して、コン
テンツを物（特定の機器や記録媒
体）に結びつけることで、著作権
保護を行う傾向が強い。この点が
前述したようにユーザの利便性を
損なう原因となっている。筑波大
学　森名誉教授が提唱した超流通
（コンテンツは自由に流通させ、
その利用に対して課金を自動的に
行う）に基づいたDRMもあるが、
広く普及するにはいたっていない。
一方、インターネットの普及に
より、誰にでも自分の著作物を世
界に公開する機会が与えられるよ
うになった。その点において著作
権保護は出版社やレコード会社と
いった従来のコンテンツホルダー
だけの問題ではなくなっていると
いえる。ユーザの利便性と著作権
の保護のバランスが取れた、誰で
も利用できる著作権保護技術が普
及することを期待したい。
おわりに
